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第９節 その他の金融機関に対する検査 

 

Ⅰ 貸金業者に対する検査 

 

貸金業者のうち、２以上の都道府県の区域内に営業所又は事務所を設置してその

事業を営むものは、貸金業の規制等に関する法律に基づき、財務（支）局の検査・

監督を受けており、平成15年３月末現在の数は929業者である（14年３月末現在

の数は1,000業者）。 

14検査事務年度は、金利規制及び取立行為規制等のルール遵守状況を重点的に検

証することを基本方針として検査に取り組んでいる。また、最近の捜査当局による

ヤミ金融業者の摘発等において、登録業者の中にも悪質な金融業者が存在すること

が確認されている状況に鑑み、平成15年４月１日より登録後３年未満の貸金業者に

対する検査を重点的に行うこととした。15年６月30日現在で184業者に対して検

査を実施し、そのうち149業者に対して検査結果を通知している。 

なお、貸金業者のうち、１の都道府県の区域内に営業所又は事務所を設置してそ

の事業を営むものは、都道府県知事の検査・監督を受けている。 

 

Ⅱ 抵当証券業者に対する検査 

 

抵当証券業者は、抵当証券業の規制等に関する法律に基づき、財務（支）局の検

査・監督を受けており、15年３月末現在の数は33業者である（14年３月末現在の

数は46業者）。 

14検査事務年度は、15年６月30日現在で5業者に対して検査を実施し、5業者

すべてに対して検査結果を通知している。 

 

Ⅲ 前払式証票発行者に対する検査 

 

前払式証票発行者のうち、第三者型発行者は、前払式証票の規制等に関する法律

に基づき、財務（支）局の検査・監督を受けており、15年３月末現在の数は1,509

業者である（14年３月末現在の数は1,551業者）。 

14検査事務年度は、発行保証金の供託状況について重点的に検証することを基本

方針として検査に取り組んでいる。15年６月30日現在で172 業者に対して検査を

実施し、そのうち160業者に対して検査結果を通知している。 

なお、前払式証票発行者は、第三者型発行者のみ、検査対象となっている。 

 

Ⅳ 信用保証協会に対する検査 

 

信用保証協会は、信用保証協会法に基づき、財務（支）局、経済産業省及び都道

府県又は市の検査・監督を受けており、15 年３月末現在の数は 52 協会である（14

年３月末現在の数は52協会）。 
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14検査事務年度は、15年６月30日現在で8協会に対して検査を実施し、そのう

ち5協会に対して検査結果を通知している。 

 

別図19－９－１ 信用保証協会の検査を行う行政庁 

        

 区 域  

 種 類 

市町村の区域を越える 市町村の区域を越えない 

信用保証協会 

主務大臣・都道府県知事 

 

（47協会） 

主務大臣・市町村長 

 

（５協会） 

（注１）主務大臣とは、内閣総理大臣及び経済産業大臣。内閣総理大臣の権限は金

融庁長官に委任され、更に財務（支）局長に委任されている。 

（注２）信用保証協会数は、平成15年３月末現在。 

（注３）都道府県の区域を越える信用保証協会は存在しない。 

 

Ⅴ 火災共済協同組合に対する検査 

 

火災共済協同組合は、中小企業等協同組合法に基づき金融庁・財務（支）局と経

済産業省の検査・監督を受けており、15年３月末現在の数は44組合である（14年

３月末現在の数は44組合）。 

14検査事務年度は、15年６月30日現在で4組合に対して検査を実施し、そのう

ち2組合に対して検査結果を通知している。 

 

別図19－９－２ 火災共済協同組合の検査を行う行政庁 

        

 区 域  

 種 類 

都道府県の区域を越える 都道府県の区域と同じ 

火災共済協同組合 

主務大臣 

 

（２組合） 

主務大臣・都道府県知事 

 

（42組合） 

（注１）主務大臣とは、内閣総理大臣及び経済産業大臣。内閣総理大臣の権限は金

融庁長官に委任され、更に都道府県の区域を地区とする火災共済に関して

は、財務（支）局長に委任されている。 

（注２）火災共済協同組合数は、15年３月末現在。 

（注３）都道府県知事が行う検査は、組合員から請求があった場合と、組合員の業

務若しくは会計が法令等に違反する疑いがあり又は組合の運営が著しく不
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当である疑いがあると認める場合に行われる。 

 

Ⅵ 商品投資販売業者に対する検査 

 

商品投資販売業者は、商品投資に係る事業の規制に関する法律に基づき、金融庁

・財務（支）局、農林水産省及び経済産業省の検査・監督を受けており、平成 15

年３月末現在の数は118業者である（14年３月末現在の数は128業者）。 

14検査事務年度は、15年６月30日現在で3業者に対して検査を実施し、そのう

ち2業者に対して検査結果を通知している。 

 


